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事実の概要

　米海軍及び海上自衛隊の使用する厚木基地の周
辺住民である原告らは、厚木基地に離着陸する航
空機の発する騒音により身体的被害及び精神的被
害を受けているとして、米軍機及び自衛隊機の運
行ないし騒音の差止めを求める訴えを（主位的に
抗告訴訟として、予備的に当事者訴訟として）提起
した。本稿では自衛隊機に関する訴えのみを扱う。
　第一審判決（横浜地判平 26・5・21 判時 2277 号
38 頁）は、本件自衛隊機差止めの訴え（主位的請求）
は、無名抗告訴訟として適法であるとして請求を
一部認容し、毎日午後 10 時から翌日午前 6時ま
で、やむを得ない場合を除き、自衛隊機の運航を
禁じた。控訴審判決（東京高判平 27・7・30 判時
2277 号 13 頁）は、本件自衛隊機差止めの訴えは、
行訴法 3条 7 項、37 条の 4 所定の差止めの訴え
として適法であるとし、平成 28 年 12 月 31 日ま
での間、毎日午後 10 時から翌日午前 6時まで、
やむを得ない場合を除き、自衛隊機の運航を禁じ
た。

判決の要旨

　１　差止訴訟の訴訟要件
　行訴法 37 条の 4第 1項の差止めの訴えの訴訟
要件である「重大な損害を生ずるおそれ」がある
と認められるためには、「処分がされることによ
り生ずるおそれのある損害が、処分がされた後に
取消訴訟等を提起して執行停止の決定を受けるこ
となどにより容易に救済を受けることができるも
のではなく、処分がされる前に差止めを命ずる方
法によるのでなければ救済を受けることが困難な

ものであることを要する〔最一小判平 24・2・9民
集 66巻 2号 183頁を引用する〕」。第一審原告らは、
本件飛行場に係る第一種区域内に居住しており、
本件飛行場に離着陸する航空機の発する騒音によ
り、睡眠妨害等の被害を反復継続的かつ軽視し難
い程度に受けているところ、「このような被害は、
事後的にその違法性を争う取消訴訟等による救済
になじまない性質のもの……〔であり〕、本件飛
行場における自衛隊機の運航の内容、性質を勘案
しても」、第一審原告らに「重大な損害を生ずる
おそれ」があると認められる。
　２　本案判断の基準
　自衛隊機の運航に係る防衛大臣の権限の行使に
当たっては、「我が国の平和と安全、国民の生命、
身体、財産等の保護に関わる内外の情勢、自衛隊
機の運航の目的及び必要性の程度、同運航により
周辺住民にもたらされる騒音による被害の性質及
び程度等の諸般の事情を総合考慮してなされるべ
き高度の政策的、専門技術的な判断を要すること
が明らかであるから、上記の権限の行使は、防衛
大臣の広範な裁量に委ねられているものという
べきである。そうすると、……〔防衛大臣の上記
権限の行使が、行訴法〕37 条の 4第 5 項の差止め
の要件である、行政庁がその処分をすることがそ
の裁量権の範囲を超え又はその濫用となると認め
られるときに当たるか否かについては、同権限の
行使が、上記のような防衛大臣の裁量権の行使と
してされることを前提として、それが社会通念に
照らし著しく妥当性を欠くものと認められるか否
かという観点から審査を行うのが相当であり、そ
の検討に当たっては、当該飛行場において継続し
てきた自衛隊機の運航やそれによる騒音被害等に
係る事実関係を踏まえた上で、当該飛行場におけ
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る自衛隊機の運航の目的等に照らした公共性や公
益性の有無及び程度、上記の自衛隊機の運航によ
る騒音により周辺住民に生ずる被害の性質及び程
度、当該被害を軽減するための措置の有無や内容
等を総合考慮すべきものと考えられる」。
　３　本案判断
　「〔本件差止請求に係る〕自衛隊機の運航には高
度の公共性、公益性があるものと認められ、他方
で、本件飛行場における航空機騒音により第一審
原告らに生ずる被害は軽視することができないも
のの、周辺住民に生ずる被害を軽減するため、自
衛隊機の運航に係る自主規制や周辺対策事業の実
施など相応の対策措置が講じられているのであっ
て、これらの事情を総合考慮すれば、本件飛行場
において、将来にわたり上記の自衛隊機の運航が
行われることが、社会通念に照らし著しく妥当性
を欠くものと認めることは困難であるといわざる
を得ない。したがって、……〔本件差止請求に係る〕
自衛隊機の運航に係る防衛大臣の権限の行使が、
……行政庁がその処分をすることがその裁量権の
範囲を超え又はその濫用となると認められるとき
に当たるということはできない」。

判例の解説

　一　本判決の意義１）

　基地騒音に対する司法的救済の方法について、
厚木基地第 1次訴訟上告審判決（最一小判平 5・2・
25 民集 47 巻 2 号 645 頁。以下、「平成 5年最判」と
いう）は、防衛大臣の自衛隊機運航権限の行使は、
騒音等により影響を受ける周辺住民との関係にお
いて公権力の行使に当たり、自衛隊機の運航の差
止め等を求める訴訟は、「行政訴訟としてどのよ
うな要件の下にどのような請求をすることができ
るかはともかくとして」、民事訴訟としては不適
法であると判断した。最高裁判所が、国営空港（最
大判昭 56・12・16 民集 35 巻 10 号 1369 頁）及び自
衛隊基地（平成 5年最判）に離着陸する飛行機に
よる騒音被害について、民事差止請求は不適法で
あると判断したことについて、学説は総じて反対
してきた。他方、これらの最高裁判決を前提とし
た場合の国営空港ないし基地の騒音の差止請求の
受け皿としては、無名抗告訴訟としての権力的妨
害排除訴訟２）ないし予防的不作為訴訟３）、取消
訴訟４）、当事者訴訟５）、（行政事件訴訟法改正後は）

法定の差止訴訟６）などが挙げられていた７）。
　本件第一審判決は、自衛隊機の運航差止めを無
名抗告訴訟として請求することを認めたが、控訴
審判決及び本判決は、これを法定の差止訴訟と解
した。本判決の意義は、基地騒音の差止めについ
ては法定の差止訴訟によるべきことを明らかにし
たこと、この種の差止訴訟の訴訟要件（「一定の
処分」がされることにより「重大な損害を生ずるお
それ」があること（行訴法37条の 4第 1項）。以下、「重
損要件」という）についての判断方法、及び、本
案勝訴要件を示したことにある。
　本件の訴えを差止訴訟あるいは無名抗告訴訟の
いずれの訴訟類型と解するかによって、どのよう
な違いが生じうるか。差止訴訟の場合、「一定の
処分」（行訴法 37 条の 4第 1項）の要件（以下、二）、
「重大な損害を生ずるおそれ」の要件（同2項。以下、
「重損要件」という）の充足が求められる（以下、三）。
また、差止訴訟については、仮の救済のための規
定が置かれている８）。ただし、無名抗告訴訟の場
合に仮の救済が解釈上認められないというわけで
はない９）。

　二　特定性の要件
　改正行訴法の立案関係者は、一般に、一定の程
度を超える騒音を発生させてはならない旨を命ず
ることを求める差止めの訴えは民事訴訟では認め
られるが、そのように「行為を処分によってもた
らされる結果だけから特定し、その原因となる処
分にはさまざまなものがあるため、具体的にどの
処分の差止めを求める訴えであるかが特定できな
いような訴え」は、特定性の要件（「一定の処分」
の要件）を欠くので、法定の差止訴訟としては認
められない 10）、としていた。第一審判決は、こ
の見解に依拠して、本件差止請求は法定の差止訴
訟としては認められず、無名抗告訴訟（注 2）の
塩野論文を引用する）としてそれを求めるべきで
あるとした 11）。これに対し、控訴審判決は、「一
定の処分」の要件の充足をあっさりと肯定し、本
件訴えは法定の差止訴訟に該当するとした。この
論点に係る被告の上告受理申立ては、排除された。
　第一審判決が、本件差止めの訴えは「法定の差
止訴訟になじまない」と判断した理由は、自衛隊
機運航処分の違法性は、住民が受ける被害が受忍
限度を超えるか否かにより判断されるものであ
り、「その判断は、過去及び現在の事実関係を踏
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まえた総合的な判断であり、法令の規定に定めら
れた処分の要件該当性を一つ一つ検討していくも
のではない」という点にある。この点に関し、第
一審判決が本件請求は差止訴訟になじまないと判
断した理由は、そのまま「行為規範的統制」12）の
訴訟である「抗告訴訟の審理に不向きである」13）

理由となるとの指摘がある。そのとおりであると
思われるが、第一審判決の言い分は、「厚木基地
最判という判例によってその存在が認められた」
自衛隊機運航処分について、処分の要件を法令中
に見出すこともできず、本案判断の基準としては
民事の妨害排除請求がなされた場合と同様の受忍
限度論によらざるをえず、したがって、平成 5年
最判の軛の下では、本件訴えを「行為規範的統制」
とは異なるタイプの行政訴訟（塩野教授のいう権
力的妨害排除訴訟）と受け止めるよりない、とい
うことなのだろうと思われる。これらの訴訟類型
の相違が意味をもちうるのは、本案判断の基準に
関してである（後述四１）。

　三　重損要件
　継続的な権力的事実行為の排除を、法定の差止
訴訟によって求めることを認める見解の中には、
重損要件の判断は不要とする説がある 14）。第一
審判決も、重損要件を本案の受忍限度判断に吸収
する。
　本判決は、公立学校の教職員が職務命令違反を
理由とする懲戒処分の差止めを求めた事案に係る
最一小判平 24・2・9 を引用したうえで、原告ら
が受けている反復継続的で軽視し難い被害は、事
後的な取消訴訟等による救済になじまない性質の
ものであるとして、重損要件の充足を認めた。平
成 24 年最判は本件とは事案を異にするが 15）、い
ずれにせよ、平成 24 年最判の定式からすると、
継続的な権力的事実行為の差止訴訟については、
重損要件の充足がほぼ自動的に認められることと
なろう。なお、本判決は、被害の程度を問題とす
るようにも見えるが、権力的事実行為の差止めに
ついては、事後の取消訴訟はおよそ意味をもたな
いので、被害の程度は、訴訟要件ではなく本案に
おいて考慮すべき事柄であると思われる 16）。
　控訴審判決は、「重大な損害を生ずるおそれ」
の存在を否定する要素として処分の公共性・公益
性を考慮している。本判決は、本案判断の場面と
は異なり、自衛隊機の運航の公共性・公益性につ

いてこの場面では明示的に言及しておらず、少な
くともそれを重視してはいない。行訴法 25 条 2
項と 37 条の 4第 2 項の語句は同じであるが（そ
のこと自体立法論として問題である）、処分の違法
性についての本案判断が行われる前に処分の効力
等を停止する場面と、されようとしている処分の
違法性について本案審理に入るか否かを決する場
面とでは、考慮すべき事柄は異なってしかるべき
であり、前者の場面で処分の公共性・公益性を考
慮することは当然としても、後者の場面でそれら
を考慮要素に入れる理由は基本的にはないと思わ
れる 17）。

　四　本案判断
　１　判断枠組み
　第一審判決は、周辺住民が受忍限度を超えた被
害を被らせることのないようにする義務に違反し
たか否かを本案判断の基準とし、国道 43 号線訴
訟最高裁判決（最二小判平 7・7・7 民集 49 巻７号
2599 頁）を引用して、民事差止訴訟における受
忍限度判断の際の考慮要素をそのまま転用した。
防衛大臣の裁量についての言及はなく、裁量権の
行使に対して行為規範的統制を行うという判断方
法は用いられていない（このことは、第一審が本件
訴えを無名抗告訴訟としたこと（前述二）と関係す
る）。これに対し、控訴審判決は、自衛隊機運航
処分について防衛大臣の広範な裁量を認め、自衛
隊機運航により達成しようとする行政目的との関
係で、周辺住民への騒音等の被害が不相応に大き
い場合には、裁量権の範囲の逸脱・濫用となると
した 18）。本判決も、自衛隊機運航権限について
広範な裁量を認め、裁量権の範囲の逸脱・濫用の
有無を審査する。もっとも、その際の考慮要素は、
民事差止訴訟の場合の本案判断の考慮要素とほぼ
重なっている 19）。
　一審から上告審まで、違法性判断の際の考慮要
素は概ね共通しており、次にみるように、各考慮
要素に対する評価の違いが結論の相違を導いてい
るとみることができる。
　なお、一審の判断枠組みと、控訴審・上告審の
判断枠組みの相違点として、前者の場合には、対
立利益の衡量（受忍限度判断）は基本的に裁判所
が行うものであるのに対し、後者の場合には、そ
の判断について防衛大臣の裁量権を認めていると
いう点は、重要であろう。もっとも、第一審は、
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差止請求が認容される場合であっても、防衛大臣
がやむを得ないと認める場合には差止判決に拘束
されないとしており、そのようにして、防衛大臣
に一種の裁量を認めている。

　２　各考慮要素に係る判断
　本判決は、次の点において原判決と異なる判断
をし、差止請求をすべて棄却した。第 1に、原
判決が、緊急性が認められない場合には自衛隊機
の運航時間帯を制限しても行政目的を阻害すると
まではいえないという認識の下に、原則として夜
間の運航差止めを認めたのと異なり、本判決は、
自衛隊機運航の公共性・公益性を概括的に優越的
なものと認めた。第一審判決及び原判決のように、
対抗利益（毀損される「生活の質」）との衡量を、（た
とえば時間帯を区切って）緻密に行うべきであった
と思われる。
　第 2に、本判決は、厚木基地の航空機騒音は、
米軍機の発するものが多くを占めているという事
情を重視したとみられる。本件訴訟においても、
米軍機の運航に係る差止請求は却下されている
が、米軍機の発する騒音が大きな部分を占めてい
たとしても、少なくとも自衛隊機による寄与分に
ついて、その差止基準を検討しなければならない
と思われる 20）。
　第 3に、本判決は、自衛隊機の夜間運航自主規
制、住宅防音工事に対する助成、移転補償等、騒
音被害の軽減策が行われてきたことも重視する。
第一審判決は、これらの対策が十分な被害軽減効
果を有していないと認定している。原判決も、自
衛隊機の夜間運航自主規制等によっても状況は改
善されていないとする。本判決は、これらの施策
に要した費用については言及するが、その効果に
ついては直接の指摘がなく、現に生じている騒音
被害の防止のために自衛隊機の運航を差し止める
べきか否かの判断に当たり、上記施策が何故、考
慮（ないし重視）されるのか判然としない。

●――注
１）以下の本判決判批を参照：福田護＝北村理美・法セ
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331 頁以下、岡田雅夫「平成 5年最判判批」ジュリ臨増
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